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平成 20 年度の提言に対する平成 21 年度の取組状況について 

○平成 22 年 3 月末に「小田原市施設白書」を完

成させました。今後これをもとに、施設の統廃

合や効率的な管理運営のあり方などについて

検討していきます。 
○指定管理者制度は、平成 22 年度より新たに「梅

の里センター」、「曽我みのり館（梅の里センタ

ー分館）」、「こどもの森公園わんぱくらんど」、

「辻村植物公園」の 4 施設に導入し、現在 11
の施設に導入を行っています。今後は施設白書

をもとに、導入方針を検討していきます。 
 

 
《提言内容》 
○施設が必要かどうか、必要であればどのように

管理運営を行うのか精査すべき 
○管理運営の手法として指定管理者制度を積極的

に導入すべき 
○見直しのベースとなる施設データをとりまとめ

た『施設白書』を作成すべき 
 

公共施設の統廃合・管理運営の見直し 

 
《提言内容》 
○部局に、事業費だけでなく人件費も配分するこ

とで、人件費に対する意識の向上と労働力全体

のマネジメントを図るべき 
○部局が創意工夫して余らせた予算を、次年度に

使用できるようにインセンティブを設けるべき 
 
 

包括予算編成システムの導入 

平成 20 年度の提言 提言に対する市の取組 

○包括予算制度を実施している足立区の事例を

視察しました。足立区では、予算に人件費枠を

設け各部へ配分していますが、職員の定数管理

や給与管理とは連動していないなどの課題も

あり、こうした点を踏まえると、現在本市が実

施している「総額管理枠配分方式」や「人件費

の管理方法」は、ある程度目的を達成している

ものと考えています。今後も、庁内分権の推進

とコスト意識の醸成に向け検討していきます。

○インセンティブは、平成 22 年度予算編成から

制度化し、創意工夫により歳入を増やした建設

部及び生涯学習部所管の予算に対して、通常の

枠よりもプラスの予算配分を行ったところで

す。 
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○コスト分析を行うためのコストもかかり、対象

とする業務も限られることから、実施する必要

性も含めて、手法や費用対効果を検討している

ところです。 
○なお、活動単位ではありませんが、事務事業評

価や施設白書においては、既に人件費を含めた

コスト把握を始めています。 
 

 
《提言内容》 
○事務事業の見直しや効率化を図るため、業務を

作業レベルである活動ごとに分解して、活動単

位で人件費も含めたコスト把握（ＡＢＣ分析）

を行うべき 
 

行政サービスのコスト分析 

 
《提言内容》 
○健全化指標に留意しながら、事業の必要性や規

模を精査して、最小限の支出、起債に抑え、市

債残高を逓減させるべき 
 
 

健全化指標に基づく財政規律の確保 

平成 20 年度の提言 提言に対する市の取組 

○大規模事業の動向や税収の増減によって大き

く左右される可能性があるため、具体的な数値

目標を掲げることは難しいですが、基本的に

は、「返す以上には借りない」というスタンス

を引き続き堅持することで、今後も市債残高を

逓減させていきます。 
 

○モニタリングのあり方や仕組みについて、その

基本にある情報共有も含めて、平成 21 年度の

行財政改革検討委員会で検討をしていただき

ました。その結果、市民によるモニタリングの

仕組みとして「パブリックコメントの制度化」、

「審議会や委員会の活性化」、「市民参加による

外部評価制度の導入」の 3 つの提言をいただい

たところです。今後、この提言をもとに制度設

計等を行い、実施に向けて取り組んでいきま

す。 
 

 
 
《提言内容》 
○抜本的な行財政改革の実施項目に関する進捗

状況をモニタリングする組織を設置すべき 
 

行財政改革の推進をモニタリングす

る組織の設置 


